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１）防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

２）令和３年度道路関係予算
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防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策[７８対策] おおむね１２．３兆円程度

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]
（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策] おおむね ２．７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策] おおむね ０．２兆円程度

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]
（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

合 計 おおむね１５ 兆円 程度

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（2021年度）～令和７年度（2025年度）の５年間○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（2021年度）～令和７年度（2025年度）の５年間

○対策数：１２３対策

○追加的に必要となる事業規模：おおむね１５兆円程度を目途

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策・事業規模

３．対策の期間

令和２年12月11日
閣 議 決 定



防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 対策例

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震への対策[７８対策]

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]
・流域治水対策（河川、下水道、砂防、海岸、農業水利施設の整備、水田の貯留機能向上、国有地を活用した遊水地・貯留施設
の整備加速）（国土交通省、農林水産省、財務省）

・港湾における津波対策、地震時等に著しく危険な密集市街地対策、災害に強い市街地形成に関する対策（国土交通省）

・防災重点農業用ため池の防災・減災対策、山地災害危険地区等における治山対策、漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策
（農林水産省）

・医療施設の耐災害性強化対策、社会福祉施設等の耐災害性強化対策（厚生労働省）

・警察における災害対策に必要な資機材に関する対策、警察施設の耐災害性等に関する対策（警察庁）

・大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策、地域防災力の中核を担う消防団に関する対策（総務省） 等

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]
・高規格道路のミッシングリンク解消及び4車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による道路ネットワー
クの機能強化対策、市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策（国土交通省）

・送電網の整備・強化対策、SS等の災害対応能力強化対策（経済産業省）

・水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策、上水道管路の耐震化対策（厚生労働省） 等

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策]

・河川管理施設・道路・港湾・鉄道・空港の老朽化対策、老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策（国土交通省）

・農業水利施設等の老朽化、豪雨・地震対策（農林水産省）

・公立小中学校施設の老朽化対策、国立大学施設等の老朽化・防災機能強化対策（文部科学省） 等

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策]

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

・連携型インフラデータプラットフォームの構築等、インフラ維持管理に関する対策（内閣府）

・無人化施工技術の安全性・生産性向上対策、ITを活用した道路管理体制の強化対策（国土交通省） 等

・スーパーコンピュータを活用した防災・減災対策、高精度予測情報等を通じた気候変動対策（文部科学省）

・線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策、河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策（国土交
通省） 等
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防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 事業規模の目途
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対策数：123対策 <うち国土交通省53対策>

１．激甚化する風水害や切迫する
大規模地震等への対策［78対策］

政府全体

概ね12.3兆円程度

うち国土交通省

<26対策>概ね7.7兆円程度

２．予防保全型インフラメンテナンスへの
転換に向けた老朽化対策［21対策］ 概ね2.7兆円程度 <12対策>概ね1.5兆円程度

３．国土強靱化に関する施策を効率的に
進めるためのデジタル化等の推進［24対策］ 概ね0.2兆円程度 <15対策>概ね0.13兆円程度

合計 概ね15兆円程度を目途 概ね9.4兆円程度 を目途

注)四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある



○高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワーク
の強化等を推進

被害のない２車線を活用し、交通機能を確保

【暫定2車線区間の4車線化】【国土強靱化に資するミッシングリンクの解消】

○通行止めが長期化する
渡河部の橋梁流失や河川
隣接区間の道路流失等の
洗掘・流失対策等を推進

○ライフサイクルコストの低減や持続可能な維持管理を実現する予防
保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等に
より確認された修繕が必要な道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、
舗装等）の対策を集中的に実施

【舗装の老朽化事例】

アスファルト舗装ひび割れ床版鉄筋露出

【橋梁の老朽化事例】

○遠隔からの道路状況の
確認等、道路管理体制の
強化や、AI技術等の活用
による維持管理の効率
化・省力化を推進

○津波等からの緊急避難
場所を確保するため、直
轄国道の高架区間等を活
用し避難施設等の整備を
実施

○レーザープロファイラ等
の高度化された点検手法
等により新たに把握され
た災害リスク箇所に対し、
法面・盛土対策を推進

○電柱倒壊による道路閉
塞のリスクがある市街地
等の緊急輸送道路におい
て無電柱化を実施

令和2年7月豪雨 熊本県道

【渡河部の橋梁流失】

坂路

一時避難
スペース

【緊急避難施設の整備イメージ】 【法面・盛土対策】

法面吹付工、落石防止網工 〔千葉県館山市船形〕

【台風等による電柱倒壊状況】 【ＡＩによる画像解析技術の活用】

○ 近年の激甚化・頻発化する災害や急速に進む施設の老朽化等に対応するべく、災害に強い国土幹線道路
ネットワーク等を構築するため、高規格道路ネットワークの整備や老朽化対策等の抜本的な対策を含めて、
防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図ります。

河川隣接構造物の
流失防止対策

災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築 道路の老朽化対策

高架区間等の緊急避難
場所としての活用

無電柱化の推進
ＩＴを活用した

道路管理体制の強化
道路法面・盛土対策

・5か年で高規格道路のミッシングリンク約200区間の約3割を改善
（全線又は一部供用）

・5か年で高規格道路（有料）の４車線化優先整備区間（約880㎞）の
約5割に事業着手

・5か年で地方管理の要対策橋梁の約7割の修繕に着手
・予防保全に移行する達成時期を令和43年度から令和35年度に前倒し
（約10年の短縮）

<達成目標>
<達成目標>

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 道路関係の対策
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災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築（ネットワーク整備）

○ 発災後概ね１日以内に緊急車両の通行を確保し、概ね１週間以内に一般車両の通行を確保することを目標に、
高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、高規格道路と代替機能を発揮する直轄
国道とのダブルネットワークの強化等を加速。

一般道（直轄国道）

高規格道路（４車線）

一般道（直轄国道）

高規格道路（未完成）

防災課題箇所

高規格道路が整備されておらず、さらに、
一般道に防災課題箇所が存在

４車線の高規格道路と防災課題箇所が
ない一般道により、強靱で信頼性の高い
ネットワークを構築

災害に脆弱な道路ネットワーク

・ミッシングリンク解消
・暫定２車線区間の４車線化
・一般道(直轄国道)の防災課題解消

災害に強い国土幹線道路ネットワーク

7

（注）高規格道路については、高規格幹線道路、
地域高規格道路（計画路線）、その他計画段階評価等の
調査が進捗している路線等をベースに選定

E3A南九州西回り自動車道
（八代IC～水俣IC）

約１０時間半後 上下線交通確保

【ダブルネットワークによる
交通機能確保】

E3A

水俣ＩＣ

日奈久IC

道路被災（通行止め）
道路被災（復旧済み）

通行止め解除区間（南九州西回り自動車道）

※7月6日時点

E3A

至 八代

至 水俣

国道３号
佐敷トンネル起点坑口付近

並行する南九州西回り自動車道
（E3A）により約１０時間半後に
八代から水俣間の交通確保

20m

120m
至：熊本市

至：鹿児島市
3

※国道3号は7/4～7/18の14日間通行止め

【４車線区間の早期交通開放】

E3A

（鎌瀬橋流失）

（相良橋 流失）

（西瀬橋 流失）

（麓橋流失）

（天狗橋 流失）
（沖鶴橋 流失）

（松本橋 流失）

（大瀬橋 流失）

（神瀬橋 流失）

（丸岩橋 流失）
（永椎橋 流失）

（糸原橋 流失）

溝辺鹿児島空港ＩＣ

E10
えびのＪＣＴ

（坂本橋流失）

（深水橋流失）

横川ＩＣ

E3

E3

人吉ＩＣ

E3九州自動車道
（八代JCT～人吉IC）

約１１時間後
緊急車両通行確保
約１８時間後
上下線交通確保

E3九州自動車道
（横川IC～溝辺鹿児島空港IC）
約１９時間後 上下線交通確保

八代ＪＣＴ

:高速自動車国道
（４車線）

九州自動車道
肥後トンネル内（上り）

片側２車線４車線の区間であるため、
冠水の無い車線を活用して、約１１
時間後に緊急車両の通行確保、約１
８時間後に上下線を交通確保

九州自動車道
（横川IC～溝辺鹿児島空港IC）

４車線の区間であるため、下り線
を約８時間後に交通解放し、約１
９時間後に上下線の交通確保

延長約30m、約400m3流出

九州自動車道では、土砂崩れなどに
より大規模な通行止めが発生したが、
４車線区間であったことから、被害の
ない車線を活用し、早期に交通開放す
るなど、緊急車両や救援物資等の輸送
機能を速やかに確保。

八代～水俣間では、急峻な山地を通過
する国道３号が大規模斜面崩落により通
行止めとなったが、南九州西回り自動車
道とダブルネットワークが形成されてい
たことから、高速道路を活用することで
交通機能を確保。
































































































